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1 ．はじめに
大学生の就職活動をめぐっては，当の本人である学
生を挟んで，採用する企業等の側と学生の所属先であ
る大学側との間の葛藤が長く続いてきた．卒業の数日
後に入職することを可能にするためにはあらかじめ入
職先を確定しておくことが必要であり，そのための就
職・採用活動は必然的に在学中に行われることになる．
しかし，大学での教育を補完するものとは位置づけら
れていない就職活動が在学期間中，しかも授業期間中
に大学の外で進められることは，大学にとっては学生
への教育が可能な期間の減少を意味しており，大学教
育を保持するためにはその拡大は許容できるものでは
なかった．
こうした採用側と大学側の葛藤を緩和し，そしてそ
れぞれの論理の狭間で翻弄される学生を保護するため
にも，採用側と大学側の妥協点を見いだし，共同歩調
を可能にするための取り組みとして実現したのが「就
職協定」である．より優秀な人材をより早く確保した
い採用側と，よりよい就職先をより早く確保したい学
生側の暗黙の合意の先には就職・採用活動の早期化が
あるが，それを抑止することにも一定の成果を上げて
きた．しかしながら，この就職協定も多くの困難に直
面し，度重なる変更を経て，1996年に 2度目の廃止に
至った．
とはいえ，その後も関係者の努力は続き，協定廃止
から16年ほどが経過した2013年，企業側と大学側の共
同歩調を実現するための新たな枠組みのもとで就職・
採用活動が実施されることが決まった．この枠組みの
もとで設定された新しいスケジュールは2016年（平成
28年） 3月卒修了者から適用される．本稿では，この
新しいスケジュールが実現するに至った過程を概観す
るとともに，そこから推測される影響や可能性につい
て検討し，今後のキャリア支援・教育のあり方への示
唆を得ることを目的とする．
2 ．「就職協定」の成立と廃止
最初の「就職協定」は，前年の文部・労働次官名の
通達をその嚆矢とし，1953年に成立したとされる．そ
の後，景気の回復（たとえば1960年には岩戸景気）に
ともない，企業側の採用意欲が拡大し，採用活動の早
期化に歯止めがかけられない状況となった．こうした
協定形骸化の状況に1962年には，日経連が協定を廃止
し，その後約10年間，大学側のみの申し合わせとして
維持された．
そして再び「就職協定」が成立したのが1973年．中
央雇用対策協議会の決議により， 3年次の学生に内定
が出るなど行き過ぎた採用早期化の抑止機能を果たす
ことが期待された．加えてその後，オイルショックの
影響で内定取り消しや自宅待機を強いられる学生が出
現したことを受けて選考開始の時期を後ろ倒しするな
ど，学生保護を目的とした就職・採用活動日程の変更
も実現している．
しかし，景気が上向けば採用意欲が高まり，協定に
反しても採用活動を早期化させる企業等が後を絶た
ず，企業側は協定遵守委員会を設置し，協定違反に対
する制裁措置を設けたものの，違反を十分に止めるに
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は至らなかった．そうしたなか，1981年には労働省が
就職協定から撤退する．その背景としては，採用早期
化に歯止めがかからず，協定を守る者が不利益を被る
状況が行政の公平性を失わせかねないことや，青田買
いを抑制できないことへの批判回避，などが指摘され
ている．
こうしてその翌年から労働省が加わらない形での就
職協定となった．とはいえ就職協定は，経済状況の影
響を色濃く反映した期日の変更を繰り返しながらもそ
の後も就職・採用活動スケジュールの規準として機能
し続けてきたが，1996年，日経連は就職協定の廃止を
発表した．その理由のポイントとして，「①企業が一
斉に青田買いに走り，教育環境が著しく破壊された10
年前に比べ，今やわが国は成熟社会に移行しており，
グローバルな競争を強いられる時代の中で雇用形態の
多様化が進み，就職・採用活動においても通年採用の
拡大やインターネットによる公募など大きな時代の変
化の中にあること，②就職協定の構造問題として，遵
守懇談会の参加企業312社だけが就職協定を遵守して
も，その採用者数は約 1割に過ぎず，残りの圧倒的多
数である非参加企業，マスコミ，公務員などの動きを
阻止できないこと，③協定日以前に特定の学生を対象
とした水面下の採用活動が行われており，教育の根幹
が道義と自己責任の徹底にあるにもかかわらず，社会
への第一歩を踏み出す入口段階にある学生諸君を翻弄
する結果となっていること」（田中，2006，12頁）が
指摘されている．
就職協定はその後復活していない．しかし，廃止の
翌年から経済団体側が「新規学卒者の採用・選考に関
する倫理憲章」を策定し，採用活動のスケジュールの
目安を提示している．一方で，国立大学協会，公立大
学協会，日本私立大学団体連合会，全国公立短期大学
協会，日本私立短期大学協会，国立高等専門学校機構，
全国公立高等専門学校協会，日本私立高等専門学校協
会の大学等団体によって構成される就職問題懇談会は
「大学及び高等専門学校卒業予定者に係る就職事務に
ついて（申合せ）」を策定するとともに，企業側に向
けたメッセージとして「大学，短期大学及び高等専門
学校卒業・修了予定者に係る就職に関する要請」など
を公表している．
3 ．2016年 3 月卒修了者からのスケジュール変
更の実現
協定廃止後，「倫理憲章」と「申合せ」の相互尊重
によって就職・採用活動のスケジュールが構築される
状況が続いてきたが，倫理憲章が主張する採用スケ
ジュールは経済状況等に応じてたびたび変更され，大
学側は後ろ倒しを求めるという構図に大きな変化はな
かった．
しかしそうした状況を大きく変化させる2016年 3 月
卒修了者からのスケジュール変更が実現していくプロ
セスにおいて，2011年の動きは注目に値する．同年 3
月に発表された経団連の倫理憲章では，広報活動は卒
業・修了学年前年の12月 1 日以降に開始，面接等実質
的な選考活動は，卒業・修了学年の 4月 1日以降に開
始する，としたが，それに対して就職問題懇談会は，
その 2日後に「平成24年度大学，短期大学及び高等専
門学校卒業・修了予定者に係る就職に関する要請」（文
部科学省ホームページ）を発表する．
そこでは，「大学等卒業・修了予定者の就職活動の
秩序を維持し，正常な学校教育と学生の学修環境を十
分に確保することが重要」として，「①採用選考活動
の開始時期は，少なくとも卒業・修了前年度の学業成
績を適切に評価できる時期に実施．ただし，望ましい
就職活動の時期は夏季休暇以降」であること，「②採
用広報活動の開始時期は，卒業・修了前年度の 3月以
降．また，採用広報活動を実施する際は，採用選考に
繋がるものでないことを明示」するなど選考と広報を
区分すること，「③大学等がキャリア教育等を行う際
に必要な一般的な企業情報やインターンシップは，採
用広報活動と分離し，開始時期の制約はせず，企業側
へ協力要請」を続けること，「④就職・採用活動の一
層の改善に向けて議論することについて企業側に協力
を要請」するなどといった内容が盛り込まれている．
こうした主張の相違がいわば常態化した状況の大き
な転換点となったのが2013年である．大学の量的拡大
と進学率の上昇，その一方で卒業者の職業能力の低下
が指摘されるという国内の事情に加え，グローバル化
が進む社会での競争と協調を推進させることへの要請
なども大学教育を向上させ，質を保証することを求め
た．こうした背景も大学教育の保持を掲げて就職・採
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用活動の後ろ倒しと短期化の主張を続ける大学側を後
押しした．
なかでも大きな要因として働いているのが，2013年
4 月19日に行われた安倍晋三首相と経済界との意見交
換会における，安倍首相の発言である．首相は冒頭挨
拶で「人口減少社会においては女性や次世代を担う若
者にチャンスがあって活躍できる社会の実現」が必要
として，経済界に三点要請している．そのうち，就職・
採用活動期間に関係して以下のように述べている．
「第一に，若者については，人材育成強化の観点から，
学業に専念し，多様な経験ができる環境を整えるとと
もに，海外留学からの帰国者の就職環境の改善を図る
ことが重要であります．そこで，下村文部科学大臣に
対し，大学等の関係団体に大学改革の実行を要請する
ように指示いたしました．
経済界においても，同様の観点から，平成27年度卒
業・修了予定者の就職活動から，広報活動の開始時期
を 3年生の 3月に，また，採用選考活動の開始時期を
4年生 8月に後ろ倒しすることをお願いしたいと思い
ます．
政府としては，このような改革を支援するために，
キャリア教育やインターンシップへの支援を強化する
とともに，中小企業の魅力を学生に発信する取組みに
力を入れてまいります．」（首相官邸ホームページ）1）
さらにこの安倍首相の発言を受け，下村博文文部科
学大臣は，同年 4月22日の大学等関係団体との意見交
換において，以下のように述べている．
「先週19日，安倍総理より，経済 3団体（日本経済
団体連合会，）経済同友会，日本商工会議所）に対し，
学生の就職活動時期について，現在の大学 2年生（平
成27年度卒業・修了予定者）から，広報活動の開始時
期を 3年生の 3月（ 4年生になる直前の春休み）に，
また，採用選考活動の開始時期を 4年生の 8月に後ろ
倒しをお願いし，前向きに協力するとの回答をいただ
いた．
また，私には，大学等に対し，大学改革の実行を要
請するよう指示があった．
政府として，経済界に要請を行ったからには，大学
等においては，時間を十分に活用して，国民や社会の
期待に応える人材を育成することが求められる．
具体的には，①大学等が主体的に大学改革を実行し，
大学教育の質的転換を図ること，②インターンシップ
をはじめとした，初年次からのキャリア教育・職業教
育の充実，③地域産業界からのニーズを踏まえたカリ
キュラムの策定，④学生の海外留学の促進とそのため
の体制整備などに早急に取り組んでいただきたい．
併せて，今回の就職活動時期の見直しにより（就職
活動期間が短縮されることになるため）学生に不安と
混乱が生じないよう，きめ細かく丁寧な対応を行って
いただきたい．」（文部科学省ホームページ）
これらを経て，2013年 9 月に公表された経団連の「採
用選考に関する指針」では，首相からの要請を正式に
受諾し，
1．公平・公正な採用の徹底
2．正常な学校教育と学習環境の確保
3．採用選考活動早期開始の自粛
　・広報活動
　　　卒業・修了年度に入る直前の 3月 1日以降
　・選考活動
　　　卒業・修了年度の 8月 1日以降
4．採用内定日の遵守
　・正式な内定日
　　　卒業・修了年度の10月 1 日以降
5．多様な採用選考機会の提供
と指針を示している．なかでも「 3．採用選考活動早
期開始の自粛」において「学生が本分である学業に専
念する十分な時間を確保するため，採用選考活動の早
期開始を自粛する．具体的には，政府が閣議決定（平
成25年 6 月14日）した「日本再興戦略」において示さ
れている開始時期より早期に行うことは厳に慎む．」
と明記した．なお，文書名もこれまでの「倫理憲章」
から「指針」に変更されている．
一方，就職問題懇談会は同じく2013年 9 月に「大学，
短期大学及び高等専門学校卒業・修了予定者に係る就
職について（申合せ）」を発表し，
1． 就職・採用活動開始時期変更の円滑な実施につ
いて
　（ 1） 初年次からのキャリア教育・職業教育の充
実について
　　 　キャリア教育の実施に当たっては，幅広く企
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業等の協力を得つつ，積極的な取組を行う．
　（ 2）「企業説明会」の取扱いについて
　　 　卒業・修了前年度 3月 1日より前は，会場提
供や協力を行わない．
　（ 3）学校推薦の取扱いについて
　　 　学校推薦は，原則として卒業・修了年度 8月
1日以降とする．
　（ 4）正式内定開始について
　　 　正式内定日は，卒業・修了年度10月 1 日以降
である旨学生に徹底する．
　（ 5）就職関連情報の積極的な提供について
2．就職・採用活動の公平・公正の確保について
　（ 1）学生の応募書類について
　（ 2）男女雇用機会均等について　　など
としている．
こうして新しいスケジュールでの就職・採用活動が
実現することになったのである．
4 ．新しい就職・採用活動スケジュールのイン
パクト
2013年 4 月の首相による経済界への要請以降，急激
に展開し，実現した新しい就職・採用活動スケジュー
ルは，これまでの就職協定や「倫理憲章」と「申合せ」
の相互尊重とは異なる大きな特徴を有している．その
主なものとして，首相からの要請であること，公務員
試験の日程も後ろ倒しされたこと，大学側の希望日程
の通りのスケジュール（「短期化」と「後ろ倒し」）と
なったこと，大学側には「大学教育改革」と「キャリ
ア教育拡充」への積極的取り組みが課されたこと，な
どが指摘できる．なかでも1996年に日経連が就職協定
を廃止した際にも指摘されている公務員の採用日程も
変更されたことに加え，安倍首相から提示された就職・
採用活動のスケジュールは，2011年に就職問題懇談会
が提示したスケジュールと同一であり，大学側の希望
するスケジュールがそのまま実現するはじめてと言っ
ても過言ではない機会となった．これらの点はきわめ
て大きな変化であるといえよう．
このスケジュール変更により，①学修時間の確保：
3年次まで、および 4年次前期の授業期間に学生が学
業等に専念できる環境を確保できる，②採用選考に利
用できる学業成績の範囲が広がる，③ 3年次から約 1
年間の留学をすると（ 9月から翌年 5月頃の期間とな
る場合が多い），帰国時には採用活動を終えている企
業もあり，留年を余儀なくされる者も多かったが，就
職・採用活動の後ろ倒しにより，帰国後に他の学生と
同様に就職活動が可能となることで留学等が促進され
る，といった変化が期待される．
その一方で，大きく変わっていない側面もある．そ
れは採用側にとって，解禁期日を守ることでデメリッ
トが生じる可能性が残る仕組みである，ということで
ある．2013年11月には，再チャレンジ担当大臣・内閣
府特命担当大臣，文部科学大臣，厚生労働大臣，経済
産業大臣の連名により主要経済団体・業界団体等計
447団体に対し「新規大学等卒業・修了予定者等の就職・
採用活動開始時期変更に係る要請について」として文
書で新しい就職・採用活動時期の徹底への協力を依頼
しているものの，「指針」そのものは経団連が作成し
たものである上に、経団連の会員企業に対しても強制
力を持つものではない．また，できるだけ優秀な人材
をできるだけ早く確保するという企業側の論理に変化
が生じる状況にはなく，結果として期日前の採用活動
が行われる危険性を孕んでいる2）．
とはいえ，公式スケジュールに従った就職・採用活
動が行われるべきであることは改めて言うまでもな
く，それを前提としたキャリア教育の充実も進んでい
る．こうした取り組みを支援するために，就職問題懇
談会では，2014年 9 月に「企業等の協力を得て取り組
むキャリア教育としての学内行事実施に関する申合せ」
を公表し，初年次からのキャリア教育や職業教育の重
要性を重ねて指摘するとともに，キャリア教育の一環
として企業等の協力を得て取り組む学内行事を実施す
る際に，採用を目的とした広報活動と区分するポイン
トなどを示し，こうした取り組みの実現を促している．
5 ．おわりに
変わる部分と変わらない部分が併存する状況下にお
いて，どのような事態が進行し，学生や大学にどのよ
うな影響が生じうるのだろうか．不透明な部分も多い
が、留意すべき点を最後に四点述べたい．
一点目は，公式スケジュール通りの就職・採用活動
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の「短期化」と「後ろ倒し」が進行するなかでの留意
点である．この場合，就職活動の時期が卒修論・実験
の執筆・実施時期との重複や学事日程との新たな衝突
を生じさせる可能性がある．卒業・修了あっての進路
であり，卒業・修了に影響が出るような学修成果の低
下が生じてはならない．
今回のスケジュール変更では，学生の研究指導にお
いて，夏休みの使い方が変わること，卒論・修論の追
い込み，仕上げの時期にも影響が出る可能性は高い．
したがって，①これまでの教育・研究指導スケジュー
ルを前提としないこと，②あらかじめ就職活動期間の
変更を見込んだ計画，取り組みを学生と共有すること，
③個々の学生の状況の把握と，それに応じた対応・配
慮，などが必要になるであろう．
また，特に就職活動の「短期化」が，進路決定まで
の時間的制約となる可能性が二点目である．短期化は
進路模索期間として就職活動を位置づけることの許容
度を大きく低下させる．進路変更や出遅れによる選択
肢の急激な減少をともなうことも予想され，内定獲得
の遅れは卒修論・実験の執筆・実施期間をさらに圧迫
する．
そして三点目は公式スケジュールから乖離した採用
活動の存在・拡大により，逆に「長期化」「早期化」
する危険性である．リクルーター制度復活の動きやイ
ンターンシップの選考への活用など，非公式・水面下
の採用活動は，見えにくく，始期と終期もはっきりし
ない．学生個人としての情報収集・行動が必要になる
一方で，採用活動のペースに書き込まれてしまう危険
性もある．状況を把握しながらの適切なサポートが必
要となろう．
四点目は，この公式スケジュールが， 3月に卒業し
た新卒者を企業等が翌月に採用するという新卒者一括
採用の慣行を前提としたものであるという点である．
高等教育の国際化，国際競争力の向上が求められるな
かで，いわゆる「秋入学」への全面移行についての議
論があることは改めて言うまでもないが，すでに春入
学に加え秋入学を実施している高等教育機関も多い．
そして留学生を含め，今後も秋入学する学生は増加す
ることが予想される．一般的な修業年限で卒業・修了
する秋入学の学生のみならず，秋に卒業・修了し，す
ぐに就職を希望する学生のなかには，今回の公式スケ
ジュールのもとでの進路選択に困難を感じる者もあろ
う．秋に卒業・修了を迎える学生をも支えるための配
慮もまた求められる．
卒業・修了後に就職活動を行うことが通常の就職の
形である他国とは異なり，日本では多くの者が在学中
に目標を定め，就職活動を行い，卒業後の進路を確定
しておくことを求められる． 3月に卒業・修了を迎え
るスケジュールが主流であることを前提とすれば，大
学教育を保持し，教育・学修の成果を保証するために
も，この新しいスケジュールによる就職・採用活動を
実現し，軌道に乗せていくことはきわめて重要である．
学生が学修と進路決定を両立させることに対する支援
に加え，新しい就職・採用活動スケジュールの実現を
支援することも新たに大学に課された期待であり，使
命であろう．
＜注＞
1 ） この方針は，「日本再興戦略―JAPAN is BACK―」
の一部として2013年 6 月14日に閣議決定された．
2） 2014年11月に実施され，500社を超える企業からの回
答を集めた2016年度新卒採用に関するアンケート調
査の結果では，面接試験の開始予定時期として，選
考が解禁される2015年 8 月と回答した企業は16.7％に
とどまっている．14.8％が未定と回答するなど，企業
側も苦慮している様子がうかがえるが，最頻値は
2015年 4 月の23.5％であり，2015年 1 月以前から 7月
までの回答，すなわち選考解禁日前の合計は67.8％に
上る．（株式会社ディスコ キャリアリサーチ，2014）
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